
○畑作物共済に係る農業共済組合連合会等交付金交付要綱 

（昭和 54 年７月 24 日付け 54 農経Ｂ第 1770 号農林水産事務次官依命通知） 

 

制  定 昭和 54 年７月 24 日 54 農経Ｂ第 1770 号   

一部改正 平成 12 年３月 31 日 12 農経Ｂ第 1231 号   

一部改正 平成 20 年４月１日 19 経営第 7341 号     

一部改正 平成 30 年３月 30 日 29 経営第 3304 号       

一部改正 平成 31 年３月 29 日 30 経営第 2409 号 

一部改正 令和 元 年５月９日 元 経営第 27 号 

一部改正 令和３年３月 29 日２経営第 3305 号 

一部改正 令和４年３月 23 日３経営第 2916 号 

  

（通則） 

第１ 農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号。以下「法」という。）第 14 条の規定によ

る負担金の交付に関しては、法、農業保険法施行令（平成 29 年政令第 263 号）及び

農業保険法施行規則（平成 29 年農林水産省令第 63 号。以下「施行規則」という。）

並びに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。

以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和 30 年政令第 255 号）及び農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年

農林省令第 18 号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

 

 （都道府県連合会への交付） 

第２ 農林水産大臣は、都道府県連合会（法第 11 条第２項に規定する都道府県連合会

をいう。以下同じ。）ごと及び負担金交付区分（施行規則第２条第１項に規定する

負担金交付区分をいう。以下同じ。）ごとに、当該都道府県連合会の組合員たる全

ての組合等（法第 11 条第１項に規定する組合等をいい、特定組合等（法第 200 条

に規定する特定組合等をいう。以下同じ。）を除く。以下同じ。）（当該負担金交付区

分について、組合等別国庫負担金（施行規則第２条第１項に規定する組合等別国庫

負担金をいう。以下同じ。）が組合等別再保険料（施行規則第２条第２項に規定す

る組合等別再保険料をいう。以下同じ。）を超える組合等に限る。）の組合等別連合

会負担金交付対象金額（組合等ごとに、次の各号に掲げる場合に応じて、当該各号

に定める金額をいう。）に当該組合等及び当該負担金交付区分に係る共済掛金（組

合員等（法第 10 条第１項に規定する組合員等をいう。以下同じ。）の負担に係る部



分に限る。）の合計金額のうち当該組合等が徴収した金額の割合（以下「共済掛金

徴収割合」という。）を乗じて得た金額の合計金額（当該組合等別連合会負担金交

付対象金額につき既に交付を受けた金額があるときは、その既に交付を受けた金額

を差し引いて得た金額。以下「都道府県連合会交付金」という。）を、当該都道府県

連合会に交付するものとする。 

一 組合等別国庫負担金が組合等別連合会保険料（当該組合等がその属する都道府

県連合会に支払うべき当該負担金交付区分に係る保険料に相当する金額をいう。

以下同じ。）を超える場合 組合等別連合会保険料から組合等別再保険料を差し引

いて得た金額 

二 組合等別国庫負担金が組合等別連合会保険料を超えない場合 組合等別国庫負

担金から組合等別再保険料を差し引いて得た金額 

２ 都道府県連合会の組合員たる組合等の当該負担金交付区分に係る組合等別再保

険料が、当該負担金交付区分に係る組合等別国庫負担金を超える場合における当該

都道府県連合会に対する都道府県連合会交付金の交付については、前項の規定にか

かわらず、当該組合等の組合等別再保険料から当該組合等別国庫負担金を差し引い

て得た金額を、更に当該都道府県連合会交付金の金額から差し引いてするものとす

る。 

 

（特定組合等への交付） 

第３ 農林水産大臣は、特定組合等ごと及び負担金交付区分ごとに、特定組合等負担金

交付対象金額（組合等別国庫負担金が、当該特定組合等が政府に支払うべき当該負

担金交付区分に保険料に相当する金額を超える場合におけるその超える部分の金

額をいう。以下同じ。）に、当該負担金交付区分に係る共済掛金（組合員の負担に係

る部分に限る。）の合計金額のうち当該特定組合等が徴収した金額の割合を乗じて

得た金額（当該特定組合等負担金交付対象金額につき既に交付を受けた金額がある

ときは、その既に交付を受けた金額を差し引いて得た金額。以下「特定組合等交付

金」という。）を、当該特定組合等に交付するものとする。  

 

（申請手続） 

第４ 適正化法第５条の申請書及び交付規則第６条の実績報告書（以下「交付金交付申

請書等」という。）の様式は、都道府県連合会にあっては別記様式第１号、特定組合

等にあっては別記様式第２号のとおりとする。 

２ 交付金交付申請書等の提出期限は、当該負担金交付区分に係る共済目的の共済責

任期間が終了する月の翌々月の 15 日（当該期日が共済金の支払開始日の 30 日前の

日後となる場合は、共済金の支払開始日の 30 日前の日）とする。ただし、負担金交



付区分の第３区分及び第４区分にあっては、事業規程等（法第 116 条に規定する事

業規程等をいう。）に定める当該負担金交付区分に係る最後の共済掛金の支払期限

の属する年度の２月末までとする。 

３ 交付金交付申請書等の内容に変更が生じたときは、当該変更に係る内容につき法

第 195 条第２項（法第 203 条において準用する場合を含む。）の規定による変更の

通知を行った後、交付金交付申請書等に交付金変更内訳書を添付して提出するもの

とする。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第５ 特定組合等又は都道府県連合会は、第４の規定による申請等（以下「交付申請等」

という。）については、当該各規定の定めにかかわらず、農林水産省共通申請サー

ビス（以下「システム」という。）を使用する方法により行うことができる。 

２ 特定組合等又は都道府県連合会は、前項の規定によりシステムで交付申請等を行

う場合は、本要綱の様式の定めにかかわらず、システムにより提供する様式による

ものとする。 

３ 農林水産大臣は、第１項の規定により交付申請等が行われた者に対する通知、承

認、指示及び命令については、当該者が書面による通知等を受けることをあらかじ

め求めた場合を除き、システムを使用する方法によることができる。 

 ４ 第１項の規定によりシステムを使用する方法により交付申請等を行う者は、シス

テムのサービス提供者が別に定めるシステムの利用に係る規約に従わなければな

らない。 

 

 



別記様式第１号（第４第１項関係） 
 

令和  年度畑作物共済に係る都道府県連合会交付金交付（又は返還）申請書 
第     号   

令和  年  月  日   
 
 

 農林水産大臣 殿 
県（都道府）農業共済組合連合会  

会長理事  氏   名   
 
 

 令和  年産畑作物共済に係る都道府県連合会交付金については、下記の実績に基づき金       円の交付を受けたく（又は返還をしたく）申請す
る。 

 
記 

 
 

負担金交付区分 
 

 

 

 

 
 

組合等 

 

 

組合等別 
国庫負担金 

(A) 

 

 

組合等別 
連合会 
保険料 

(B) 

 

 

組合等別 
再保険料 

(C) 

 

 

組合等別連合
会負担金交付
対象金額 

(D) 
（注１） 

 

徴収すべき 
共済掛金 

(E) 

 

 

左のうち 
徴収済額 

(F) 

 

 

共済掛金 
徴収割合 

(G)= 
(F)/(E) 

 

都道府県連合会 
交付金の金額 
(H)=(D)×(G) 
（注２） 

 

 

既受領交付
金の金額 

 

 

 

今回交付申請額 
（又は今回返還 

申請額） 

 

（円） （円） （円） （円） （円） （円） （％） （円） （円） （円） 

          

 

 

 

 

 

 

 

         

         

         

計           

（注１）(D)は、(A)＞(B)のとき(B)－(C)、（A)≦(B)のとき(A)－(C)。 
（注２）(D)がマイナスのとき、(H)＝(D)。 



別紙 
令和  年度都道府県連合会交付金変更内訳書 

 
 

負担金交付区分 
 

                                                                                  令和  年  月  日 

 

 

組合等 

 

 

 

前回 

 

引受面積 

 

 

 

引受収量 

 

 

 

共済金額 

 

 

組合等別 
国庫負担

金 

 

 

組合等別 
連合会 
保険料 

 

組合等別 
再保険料 

 

組合等別連合
会負担金交付
対象金額   

 

徴収 
すべき 
共済掛金 

 

左のうち 
徴収済額 

 

 

共済掛金 
徴収割合 

 

都道府県連
合会交付金
の金額 

 

変更の理由 

 

 

 

 

今回 

（ａ） （㎏） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （％） （円） 

 前回             

今回            

 前回             

今回            

 前回             

今回            

 前回             

今回            

 



別記様式第２号（第４第１項関係） 
 

令和  年度畑作物共済に係る特定組合等交付金交付（又は返還）申請書 
第     号   

令和  年  月  日   
 
 

 農林水産大臣 殿 
県（都道府）農業共済組合          

組合長理事     氏   名   
 
 

 
 令和 年産畑作物共済に係る特定組合等交付金については、下記の実績に基づき金     円の交付を受けたく（又は返還したく）申請する。 

 
記 

 
負担金交付区分 

 

 

 

 

引受面
積 

 

 

 

引受収
量 

 

 

 

共済金
額 

 

 

 

保険料 

 

 

 

組合等別 
国庫負担金 

 

 

特定組合等 
負担金交付 
対象金額 

 

 

徴収すべき 
共済掛金 

 

 

左のうち 
徴収済額 

 

 

共済掛金 
徴収割合 

 

 

特定組合等 
交付金の金額 

 

 

既受領 
交付金 
の金額 

 

 

今回交付申請 
額（又は今回 
返還申請額） 

 

(Ａ) (Ｂ) (C)=(B)－(A) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)=(Ｅ)/(Ｄ) (Ｇ)=(Ｃ)×(Ｆ) (Ｈ) (Ｇ)－(Ｈ) 
a 

 

 

kg 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

％ 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 （注）不要の事項は抹消すること 



別紙 
令和  年度特定組合等交付金変更内訳書 

                         
                                                                                                                               令和  年  月  日 
 

 
負担金交付区分 

 

 

 
 
前回 

 

 
引受面積 

 

 
引受収量 

 

 
共済金額 

 

 
保険料 

 

 
組合等別 

国庫負担金 

 
特定組合等 
負担金交付 
対象金額 

 
徴収すべき 
共済掛金 

 
左のうち 
徴収済額 

 
共済掛金 
徴収割合 

 
特定組合等 
交付金の金額 

 
 

変更の理由 

今回  
 

(a) (kg) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (％) （円） 

前回            

今回            

（注）不要の事項は抹消すること 
 
 
 

 


